
重点取組項目の特定

　ＣＯＰ21で採択されたパリ協定が発効し、低炭素社会の実現を志向する世界的な潮流の中、お客さまや株主・投資家を
はじめとするステークホルダーの皆さまは、財務面のみならず、ＥＳＧ(環境、社会、企業統治)等の視点を重視する企業に
対して、大きな期待を寄せています。
　当社は、これまでも「九電グループ環境行動計画（旧、環境アクションプラン）※」のもと、事業活動と環境を両立する「環境経
営」を着実に推進してきました。しかし、電力・ガス小売全面自由化により市場競争が激化する中、こうしたステークホルダー
の皆さまの環境配慮志向に的確にお応えするためには、環境経営の更なる効率化及び実効性の向上が求められています。

※：2018年度から名称を変更

　このため、当社は、2017年度に環境行動計画の大幅な見直しを行い、2018年度以降に当社が重点的に対応すべき
「重点取組項目」を特定しました。

　当社の環境活動項目を「重点取組項目」と「定例・日常管理項目」に整理し、重点取組項目について、会社全体での目標
設定と具体的な行動計画の策定を実施

STEP2(重要課題の抽出）に係る2軸評価（参考）

■ 重点取組項目と定例・日常管理項目の整理

中長期環境目標（2018年度以降）

（注1）特定した重要課題を、当社事業における重要度とステークホルダーへの影響度から評価したもので、右上にいくほど、重要度が高い課題を表す
（注2）「重点取組項目（◎印）」。◎印以外も重要な課題ではあるが、既に会社全体に定着している取組みであるため、各部門や各事業所にて適切な運用を継続する「定例・日

常管理項目」に整理する
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小 大当社事業における重要度

■ 省エネ・省資源活動
   （オフィス電力・上水使用量・コピー用紙購入量低減）
■ 電気自動車（PHV含む）の導入

■ 省エネサービス等の検討

■ 環境法令の遵守徹底◎
◎
◎
◎
◎

◎
◎
◎
◎ ◎

◎
■ 地球環境問題
　 への取組み
■ 循環型社会形成
　 への取組み
■ 地域環境の保全
■ 社会との協調
■ 環境管理の推進

■ CO₂排出量の削減

■ CO₂以外の温室効果ガスの管理徹底
■ フロン類の管理徹底
■ エネルギー使用量低減

■ 環境に関する研究・技術開発
■ 環境アセスメントの着実な実施

■ 火力発電熱効率向上
■ 再エネの積極的開発と受入れ
■ 産業廃棄物（PCB廃棄物含む）の適正管理・処理
■ 大気汚染対策
■ 排水処理対策

■ 次世代への環境教育
■ 地域との協働による環境保全活動

■ 送配電ロスの低減
■ 環境に関する社員教育

■ 車両燃料使用量削減
■ グリーン調達の推進

大

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
へ
の
影
響
度

小

今後、力を入れて取り組む必要があるため、会社全体での目標設定とPDCA管理を実施する項目

法令で遵守基準が定められている項目やこれまでの取組みで定着した項目であり、会社全体での目標設定やPDCA
管理は実施せず、各部門や各事業所にて適切な運用を継続する項目（会社全体の年度実績は、環境部門が集計の上把握）

【重点取組項目】

当社の
環境活動項目 【定例・日常管理項目】

〈凡例〉

■ 重点取組項目の特定プロセス

STEP1
【課題の整理】

STEP2
【重要課題の抽出】

STEP3
【妥当性確認】【妥当性確認】

STEP4
【重点取組項目の決定】

当社グループが従来取り組んできた「九州電力グループ環境アクションプラン」をベースに、GRI（第4版）をはじめとする報告書ガ
イドラインやESG（環境、社会、企業統治）に関する外部評価、SDGs（持続可能な開発目標）といった、新たな社会的な要請事項を
考慮し、当社の環境に関する課題を整理

STEP1で整理した課題について、「ステークホルダーへの影響度」、「当社事業における重要度」の2軸評価を実施するとともに、こ
れまでの取組みによる会社全体の定着度等を踏まえ、「重要課題」を抽出

STEP2で抽出した「重要課題」について、当社の環境経営に対する外部評価機関である「環境顧問会」において、社外有識者の皆さ
まとの対話等を通じて、妥当性を確認

STEP3における妥当性確認や社内関係部門との調整を踏まえ、社内の「環境委員会」にて、今後、会社全体で目標を設定し、重点的
に取り組む項目【重点取組項目】を決定



重点取組項目と環境目標

　関連・詳細情報（P1参照）　 九電グループ環境行動計画
九州電力詳細は

重点取組項目
環　境　目　標 （参考）

関連する
SDGs単年度（2018年度） 中長期 ［2020年以降］

■ 

地
球
環
境
問
題
へ
の
取
組
み

成
果
項
目

ＣＯ２排出係数の低減

省エネ法やエネルギー供給
構造高度化法の中長期目標

（2030年度）達成に向け
たPDCAを推進

電気事業低炭素社会協議会に
おける目標0.37kg-CO2/kWh

程度※

［2030年度］

環境効率性（販売電力量／ＣＯ２排出量）
［1995年度を基準（100）とする］

95以上
［2030年度］

取
組
項
目

供
給
面

省エネ法ベンチマーク指標の達成
（BAT含む）

省エネ法における目標
　  ・Ａ指標：1.0以上
　  ・Ｂ指標：44.3％以上

［2030年度］（P34参照）

非化石電源目標の達成
（原子力、再エネ含む）

非化石電源比率
エネルギー供給構造

高度化法における目標
44％以上

［2030年度］（P34参照）

再エネ開発量 再エネ開発計画の着実な
実施

400万kW
［2030年度］

使
用
面

省エネ法に基づくエネルギー消費原単位の低減 ▲1％/年以上 平均▲1％/年以上

省エネ・省ＣＯ２等に資するサービスの拡大 省エネ・省CO２等に資する
新たなサービスの検討

サービス等のお客さま
への提供

再エネ開発等の環境に関する研究・技術開発 研究・技術開発の着実な実施
（2018年度計画件数：4件）

特定フロン・代替フロンの管理徹底 回収実施率：100％ 回収実施率：100％

■ 

循
環
型
社
会
形
成
へ
の
取
組
み

成
果
項
目

経済効果（不用品有価物の売却　等） 67億円以上 70億円以上

環境効率性（販売電力量／産業廃棄物発生量）
［2008年度を基準（100）とする］ 99以上 110以上

取
組
項
目

産業廃棄物の適正管理・処理 石炭灰リサイクル率　　：100％
石炭灰以外リサイクル率：98％

石炭灰リサイクル率　　：100％
石炭灰以外リサイクル率：98％

ＰＣＢ廃棄物の計画的かつ適正な処理 計画に基づく適正処理
高濃度 法定処理期限までに処理完了

微　量 2025年度末までに処理完了

■ 

社
会
と
の
協
調

取
組
項
目

地域資源（景観・生態系等）を活用した
環境保全活動の掘り起こし

地域ニーズに沿った環境保全活動の
企画・立案に向けた検討

くじゅう九電の森における環境教育 アンケートでの
参加者満足度90％

きゅうでんプレイフォレストの継続開催 来場者数8,000名以上（2018年度）

エコ・マザー活動の継続実施 実施回数200回（2018年度）

出前授業など教育機関（学校・教育委員会等）と
連携した環境教育の推進 出前授業などの積極的実施

■ 

環
境
管
理
の
推
進

成
果
項
目
企業価値向上に資する表彰の受賞等 受賞2件 受賞10件以上

（2025年度までの累積）

取
組
項
目

環境面での社外評価向上に向けた取組み CDPでの高評価（A－以上）獲得

環境法令違反及び環境事故の防止徹底 ・違反件数ゼロ
・協定の遵守徹底（非定常時を除く）

環境専門能力養成 社員の理解度向上に向けた研修充実
（2017年度環境担当者研修受講者数：114名）

※：本目標は電気事業低炭素社会協議会の加盟各社が協力して達成を目指す

　各重点取組項目は「成果項目」と「取組項目」で構成され、「取組項目」を実施することで「成果項目」の目標達成に
繋がるように管理しています。
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（参考）グループ会社の環境目標については、環境データ集（P66）参照

http://www.kyuden.co.jp/environment_plan_index.html



